
令和８年度

大田原市の家計簿
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令和８年度予算は、国や県の制度を活用した小中学校給食費の

無償化や、小中学校の屋内運動場への空調設備設置に向けた設計

費用など、こどもたちの安全・安心で快適な教育環境整備の経費

の拡大を図りました。

また、美原公園をはじめとする公共施設の再整備や廃止した施

設の解体など公共施設マネジメントの推進、観光推進として本市

出身の大関和を主人公のモチーフとしたＮＨＫ連続テレビ小説の

放送を契機とした、本市の魅力発信や観光推進・地域振興を図る

ための経費を盛り込んだ予算を編成しました。

「大田原市の家計簿」は、この令和８年度の予算をもとに、皆

さんに納めていただく税金や国・県からの支出金が、どのように

使われるのか、どのような仕事にどのくらいお金が必要なのか、

また、市の借入金（市債）や預金（基金）はどのくらいあるのか

など、大田原市の財政状況をお知らせするものです。



１　令和８年度の市の予算

（１）一般会計

（２）特別会計

国民健康保険事業費

介護保険

子育て支援券

後期高齢者医療

須賀川財産区

※ 特定の収入で特定の事業をまかなっています。

（３）公営企業会計

水道事業

下水道事業

※ 民間企業と同じように、事業収益で運営を行っています。

10

　　※令和２年度から下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計が公営企業会計に移行しました。

３５６億４，１００万円

１６３億１，２９２万円

７４億６，４００万円

３０億８，８００万円

５７億５，３００万円

※ 皆さんからの税金を主な収入として市の大部分の仕事をまかなっています。

７６億８，５００万円

２，９５０万円

１，５９１万円

１１億１，８５１万円

２６億６，５００万円
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単位：億円

年度

当初予算規模の推移

国保特会 下水特会
農集特会 介護特会
子育て支援券特会 後期高齢者医療特会

一般会計

国保

下水

介護
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２　令和８年度の一般会計予算

  【歳入】

市税 １１６億９，６４３万円

国庫支出金 ６４億４，７８１万円

地方交付税 ６３億　　２００万円

県支出金 ３１億　　１７０万円

地方消費税交付金 ２１億円

市債 ２０億円

繰入金 ３億９，４３７万円

使用料及び手数料 ３億６，０４５万円

分担金及び負担金 ２億８，４７５万円

その他 ２９億５，３４９万円

市税
国庫支出金
地方交付税
県支出金
地方消費税交付金
市債
繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
その他

計

858,092
400,000
612,009
149,392
382,000
195,000

皆さんに納めていただく市民税（個人及び法人分）や
固定資産税、都市計画税などの税金です。

道路の整備や学校の建設、社会福祉などの特定の事業
に対して、国から支出されるお金です。

全国の市町村がひとしく事務ができるように、国税
（所得税、法人税、酒税、消費税、地方法人税）の一
定割合が、市町村の財政状況に応じ交付されます。

特定の事業に対し県から支出されるお金です。

繰越金や財産収入、ふるさと納税寄附金などのお金で
す。

基金（預金）等から一般会計に繰り入れるお金です。

多額の資金を必要とする事業に対して、国や金融機関
から借り入れるお金です。

他市町村からの負担金や、特定の事業の受益者から負
担していただくお金です。

消費税１０％の内２．２％が県の収入になり、その２
分の１が市町村に交付されます。

市営住宅などの使用料や住民票の交付手数料などで
す。

市税

32.8%

国庫支出金

18.1%

地方交付税

17.7%

県支出金

8.7%

地方消費税交付金

5.9%

市債

5.6%

繰入金

1.1%

使用料及び手数料

1.0%

分担金及び負担金

0.8%

その他

8.3%

令和８年度一般会計歳入予算 ３５６億４，１００万円

一般会計には、市民の皆さんの日常生活に深く関わっている福祉、衛生、道路、教

育などの仕事を行うための経費が計上されています。

令和８年度の予算は、３５６億４，１００万円で、その内訳は以下のとおりです。
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  【歳出】

民生費
教育費
総務費
土木費
公債費
衛生費
消防費
農林水産業費
商工費
議会費
その他

その他
労働費
災害復旧費
予備費

議会費 ２億４，９１０万円 議会の活動に要する経費です。

その他

小・中学校の教育を充実させたり、文化・芸術、スポー
ツを盛んにしたりするための経費です。

商業や工業、観光などを推進するための経費です。

農林水産業費

商工費

１４０億９，０５０万円

３５億８，６０２万円

２８億５，４６８万円

４０億７，６３３万円

４，５７０万円

皆さんの生命や身体、財産を火災などの災害から守るた
めの経費です。

２３億４，４８２万円

民生費

土木費

公債費

総務費

衛生費

教育費

労働費や災害復旧費などの経費です。

市役所の全般的な仕事や選挙事務などの経費です。

皆さんの健康を守ったり、ごみやし尿を処理するための
経費です。

高齢者や乳幼児、障害者などの援護や子育て支援のため
の経費です。

道路や橋、河川、公園などの整備や維持管理を行うため
の経費です。

農業や畜産業、林業などを推進するための経費です。

学校や道路、市営住宅などを建設するために借りたお金
を返済するための経費です。

４５億２，３１８万円

１２億６，７９５万円

１１億　　１４２万円

消防費 １５億　　１３０万円

民生費

39.5%

教育費

12.7%

総務費

11.4%

土木費

10.1%

公債費

8.0%

衛生費

6.6%

消防費

4.2%

農林水産業費

3.6%

商工費

3.1%

議会費

0.7%
その他

0.1%

令和８年度一般会計歳出予算 ３５６億４，１００万円
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３　市民１人当たりの予算

【歳入】
市税 １１６億９，６４３万円 （１人当たり　　１７万５，３６４円）

市税以外のお金 ２３９億４，４５７万円 （１人当たり　　３５万９，０００円）

【歳出】
民生費 ２１万１，２５８円

教育費 ６万７，８１６円

総務費 ６万１，１１６円

土木費 ５万３，７６５円

公債費 ４万２，８００円

衛生費 ３万５，１５６円

消防費 ２万２，５０９円

農林水産業費１万９，０１０円

商工費 １万６，５１４円

その他 ４，４２０円
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単位：万円

年度

市民１人当たりの予算の推移

民生費

教育費

総務費

土木費

公債費

その他

住基人口

一般会計の予算の総額３５６億４，１００万円を、令和８年４月１日現在にお

ける住民基本台帳人口６６，６９８人で除して、市民１人当たりの予算に換算す

ると５３万４，３６４円になります。その使いみちの内訳は以下のとおりです。

１人当たりに使われるお金

５３万４，３６４円

参考）

１人当たりの個人住民税 ６万 １５３円

１世帯当たりの市税 ３８万８，９３５円
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４　令和８年度予算にみる１人当たりの経費

（１）高齢者１人当たりの経費

老人福祉費 １３億８，８５０万円 ６５歳以上の人口 ２１，８８７人
（令和８年４月１日現在）

※ 介護保険に係る経費は含まれていません。

１９１万８，９４８円

保育等関係経費３３億９，２７０万円 園児数 １，７６８人
（令和８年４月１日現在）

（３）健康診査に係る国民健康保険被保険者（４０～７４歳）
　１人当たりの経費 　　１万２，０９２円

健康診査費 １億３，６８０万円 　　　 ４０歳から７４歳までの国民健康保険被保険者数

１１，３１３人
（令和８年４月１日現在）

６万３，４３９円

（２）保育園児等１人当たりの経費

国県支出金

23,052

雑入等

9,037

市税等

106,761

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円

財源の内訳

国県支出金

222,504

市債

5,010

保育料等

4,934

市税等

106,110

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円

財源の内訳 雑入等

712

市民１人当たりの負担 16,007円

市民１人当たりの負担15,909円

一般会計の予算のうちで、高齢者、保育園児等、健康診査、ごみ処理及び小中学校

児童生徒に要する１人当たりの経費については、以下のとおりです。

国県支出金

698
雑入等

171

市税等

12,811

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円
財源の内訳

市民１人当たりの負担 1,921円
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（４）ごみ処理に要する１人当たりの経費

ごみ処理費 １０億１，４３３万円 人口 ６６，６９８人
（令和８年４月１日現在）

※ 広域クリーンセンター大田原、共同一般廃棄物最終処分場管理に係る経費を含んでいます。

（５）小学生１人当たりの経費

小学校費 １４億７，６９５万円 小学校児童数 ３，０８０人
（令和８年４月１日現在）

（６）中学生１人当たりの経費

中学校費 ９億６，３３０万円 中学校生徒数 １，６８６人
（令和８年４月１日現在）

５７万１，３５２円

１万５，２０８円

４７万９，５２９円

雑入等

6,237

市税等

95,196

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円
財源の内訳

市民１人当たりの負担 14,273円

国県支出金

20,992

雑入等

7,151

市税等

96,072

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円
財源の内訳

市債

23,480

国県支出金

11,267

市債

17,200

雑入等

6,565

市税等

61,298

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円
財源の内訳

市民１人当たりの負担 14,404円

市民１人当たりの負担 9,190円
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５　主な事業の予算

（１）道路 道路関係予算額 １８億９，１９８万円
（内訳） 新設改良 ８億１，７６５万円

道路維持 ９億６，１３３万円
橋りょう維持 ６，９２５万円
総務費 ９４６万円
街路 ３，４２９万円

（２）消防 消防費予算額 １５億　　１３０万円

（３）水道 水道事業会計予算額 ２６億６，５００万円

（４）下水道下水道事業会計予算額 ３０億８，８００万円

国県支出金

68,561

市債

87,070 

雑入等

482 

市税等

33,085 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円
財源の内訳

大田原市の予算のうちで、道路、消防、水道、下水道に係る予算及びその内訳

については、以下のとおりです。

市民１人当たりの負担 4,960円

国県支出金等

884

市税等

138,706 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単位：万円
財源の内訳

市債

10,540

市民１人当たりの負担 20,796円

負担金

290 

使用料及び手数料等

164,030 

国庫補助金

4,550 

一般会計補助金等

6,340 

企業債

39,390 

留保資金等

51,900 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単位：万円
財源の内訳

一般会計から支出される補助金等に対する市民１人当たりの負担 951円

負担金

1,747

使用料及び手数料等

130,933

国庫補助金

12,800 

一般会計補助金等

73,000 

企業債

33,420 
留保資金等

56,900 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単位：万円
財源の内訳

一般会計から支出される補助金等に対する市民１人当たりの負担 10,945円
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６　基金の状況

財政調整基金 ２６億４，１０６万円

減債基金 ４億３，５１７万円

現金 １億３，１４９万円

土地 ６２，２７０㎡

奨学基金 １億３，１０３万円

あすなろ基金 ９，２５４万円

現金 １億８，４７８万円

有価証券 ３億９，８５９万円

スポーツ文化振興基金 ８，３７９万円

子育て支援基金 ８６２万円

中山間地域農村環境保全基金 １，４９６万円

現金 ５億９，００３万円

有価証券 ２億円

現金 ６億　　　８０万円

有価証券 １億６，２７０万円
介護保険財政調整基金 介護保険事業を健全に維持するための基金

１，０００万円

明日を担う子どもを、安心して生
み、健やかに育てるための基金

中山間地域の農村環境を形成する土
地改良施設等の保全事業を実施する
ための基金

一時期に多くの医療費を必要とする人に
対して貸し付けをするための基金

国民健康保険事業を適正に行うための基金

高額療養費資金貸付基金

土地開発基金

年度間のお金の調整を行い、健全な
財政運営を行うための基金

市で借りたお金の返済を計画的に行
うための基金

皆さんのスポーツや芸術・文化を振
興するための基金

高校生や大学生に対して奨学金の貸
し付けをするための基金

小学生や中学生の表彰と青少年の国
内外の交流に関する事業を円滑に行
うための基金

施設などを建設するための土地をあ
らかじめ購入することで、その事業
を進めやすくするための基金

国民健康保険財政調整
基金

スクラム基金
高齢者などの生活を援助するための
基金

基金とは、特定目的のために準備された元手となる資金で、この資金を元手に預金

や投資等の運用で得た収益を活用しながら、必要に応じて積立てや取崩しを行う財産

です。

大田原市には、令和８年４月１日現在で２２の基金があり、その内容は以下のとお

りです。

市のいわゆる普通預金とされる財政調整基金は、標準財政規模の10％～20％が適正

とされており、本市の財政規模では２０億円～４０億円が適正な水準です。令和７年

度末の基金残高は２６億４，１０６万円となっており、標準財政規模の13.2％となっ

ております。
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高額介護サービス費資金貸付基金 １００万円

現金 １２２万円

収入印紙等 ２７８万円

現金

有価証券

学校教育施設整備基金 ３億１，２９８万円

みどりと景観保全基金 ３０７万円

結婚支援事業基金 ４１３万円

現金 １億２，４４７万円

有価証券 ９，９１１万円

須賀川財産区財政調整
基金 １，３４３万円

新型コロナウイルス感染症対策基金 　　９３３万円

ゆめみらい応援給付金基金 　　０円

公共施設整備等基金
公共施設の整備等に必要な経費の財
源に充てるための基金

森林環境譲与税基金
木材利用の普及啓発や森林の環境整
備等に必要な経費の財源に充てるた
めの基金

１１億９，１４６万円

７億９，２３５万円

新型コロナウイルス感染症の予防、
市民生活の支援及び地域経済対策に
必要な経費の財源に充てるための基
金

財産区の健全な財政運営を行うため
の基金

地域活性化や定住促進などの観点か
ら、独身男女の結婚を支援するため
の基金

多くの介護保険サービス費を必要と
する人に対して貸付をするための基
金

豊かな自然環境や魅力的な景観を保
全するための基金

学校教育施設の整備等に必要な経費
の財源に充てるための基金

本市から未来へ羽ばたき活躍できる
人材を育成するための基金

収入印紙等購入
基金

収入印紙等を購入するための基金
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７　市債の状況

主な市債

① 交付税措置のある通常債（過疎対策事業債等）　（注１）

② 交付税措置のない通常債（地方道路等整備事業債等）

（注１）

１５億１，３３０万円

４億８,６７０万円

交付税措置のある地方債であり、元利償還金の一部が普通交付税の基準財政需要額の算定の計算に
入ります。そのため交付税算入率が高い地方債ほど、後年度の交付税の計算上有利となります。

①交付税措置のある通常債

75.7%

②交付税措置のない通常債

24.3%

市債の状況

交付税算入率20～80%

市は、皆さんが納める税金を主な収入として、いろいろな仕事をしています。

そのなかで、学校や道路などは、長期にわたって使用するものであり、その建

設や工事にかかるお金も、それらを利用する住民の方にも負担していただくとい

う考えで、一部に長期の借入れをしています。

この借入金を市債といい、令和８年度は一般会計で２０億円を計上し、令和８

年度の借入金を市民１人当たりに換算すると２万９，９８６円になります。

地方創生道整備推進交付金事業、社会資本整備総合交付金事業（道路）等

市道整備事業（単独）、野崎駅東口整備事業、公営住宅建設事業等
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８　市債の残高
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市債の推移（年度末借入金残高）

見込

※令和２年度から公営企業会計の合計となっています。
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881 901 914 973 1,017 1,053 1,080 1,106 1,162 1,178
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国と地方の借入金残高の推移 国 地方

（補正後予算）（当初予算）

令和７年度末の一般会計における地方債の現在高は、２２２億７，０７０万円

となる見込みであり、市民１人当たりに換算した額は３３万３，９０４円となり

ます。

一般会計・公営企業会計

の１人当たり残高計

４９万７，５１１円

公営企業会計

１６万３，６０７円
一般会計

３３万３，９０４円

企業会計
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９　公債費の状況
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29 30 1 2 3 4 5 6 7 8

一般会計 38.37 37.11 34.97 34.56 36.42 36.10 34.40 31.86 30.12 28.55

※公営企業会計 9.08 9.09 8.90 13.35 13.26 13.06 12.60 12.11 11.59 11.04
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公債費の状況

市債は、借入年度では収入ですが、将来に渡り元金に利息をつけて返済していか

なければなりません。この市債（借入金）の返済金を公債費といいます。

令和８年度の一般会計公債費は、２８億５，４６８万円で、市民１人当たりに換

算した返済額は４万２，８００円です。

平成２７年度から令和６年度までは実績、令和７年度は決算見込、令和８年度は予算計上額です。

※令和２年度から下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計が公営企業会計に移行しました。

一般会計・公営企業会計

の１人当たりの負担額

５万９，３４９円

一般会計

４万２，８００円

公営企業会計

１万６，５４９円
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お問い合わせ先

大田原市経営管理部財政課財政係

℡０２８７-２３-８７９７

E-mail：zaisei@city.ohtawara.tochigi.jp


